














































　　第 4 章　 バーリ＝ミーンズ理論の系譜―制度派経済学と新制度派経済学の視座―（福永
文美夫）
　　第 5 章　 わが国におけるバーリ＝ミーンズ理論の継承―日米実証研究の展開とわが国の
会社支配論論争を中心に―（池内秀己）
　　第 6 章　 バーリ＝ミーンズ理論の今日的意義（第 1 節、経営者支配論とその今日的意義
（勝部伸夫）第 2 節、株式会社革命論―現代企業論の基礎―（三戸浩・佐々木真
光）




































































会社と私有財産』においてミーンズが単独で担当したのは 2 － 4 章の「所有と支配の分離」
に関する実証分析に当たる部分であった。
　『近代株式会社と私有財産』1 編 5 章においてミーンズは、所有・経営・支配について次の
ように述べる。①所有者とは株主である、②経営者とは、取締役・会社幹部等を含み積極的
に会社権力を行使する人々である、③支配は会社を指揮する権限であるから、取締役会の過






























































































歩」と言う形で比較的早く決着がついている（E.MDodd, ” Is Effective Enforcement of the 



















































































者支配」とした。調査当時「経営者支配」の会社は 200 社のうち約 44％を占めていた。これ
に対し TNEC 調査は非金融 200 社を所有主体別に分析し、支配的所有主体として同族と会
社（複数を含む）を想定し持株比率基準を 10％に下げると、139 社（約 70%）が所有者支配、
その他 61 社（約 30％）が所有主体なしと分類された（正木久司『株式会社支配論の展開』
1983）。TNEC 調査の 61 社がバーリ＝ミーンズの「経営者支配」に相当している。以上 2 つ
の調査を起点に、その後の会社支配論は反経営者支配論の系譜を含め、図表 5 － 2 に整理さ
れている。戦後、バーリ = ミーンズ調査とほぼ同じ手法で行われたラーナー（R. Ｊ .Larner）






























































































































































































の投資主体の持株比率は、1970 年（家計 78％、保険・年金基金・投資信託・投資会社 18％、




層上昇しており、1975 年時点で社内取締役 5 人対社外取締役 8 人（社外取締役比率 62％）、




　ところで我が国での機関の持株比率は 1990 年、金融機関 43％、事業法人 29%、個人 20%、
外人投資家 4% で、大会社は系列金融機関と系列事業法人の株式相互持合いの下にあった。
だが 2010 年には、金融機関 29％、事業法人 22%、個人 20%、外人投資家 26% へと変化し
ていった（2012 年東証調査）。なお持株比率は金融機関・事業法人計で 51% を超えているが、
外人投資家持株比率は 26% と大きく上昇している。我が国においても今後、コーポレート・
ガバナンスは所有主体のみならず社会に開かれた方向に向かうであろう。なぜなら、日米で
の機関の状況は異なるが、今後の企業と社会の問題を考えるとき、1980 年代以降、アメリ
カでみられたように、わが国においても企業の社会的責任、企業倫理がコーポレート・ガバ
ナンスとの関係で関心を集め始めるようになっている。それ故、遡ってバーリ＝ミーンズの
『近代株式会社と私有財産』の持つ意義は大きく、本書『バーリ＝ミーンズ』もこの分野での
基礎的文献となり、巨大株式会社と社会の問題に対する、よき水先案内書となるであろう。
